
.

長和町 町章

真っ赤な太陽、澄み切った青い空、緑の大地、長和町の風景そのままを
「長」 の 「Ｎ」 と 「和」 の 「Ｗ」 の頭文字で図案化しました。
太陽 （目標・夢・希望） に向かって人が走っていくような、元気いっぱいの
町を表現しています。

平成28年10月版

長和町民憲章

私たちは 先人の築いた黒耀石の遺跡と中山道の宿場を誇りに 緑の山なみ 澄ん

だ空気 豊かな水を大切にし 活力ある明るい町にするためこの憲章を定めます

一 自然を守り 環境を整え 美しいまちをつくります

一 仕事に励み 産業を育て にぎわいのあるまちをつくります

一 健康を保ち 家庭を明るく 安らぎのあるまちをつくります

一 教養を深め 文化を育み 生きがいのあるまちをつくります

一 お互いを敬い 夢をもち 語らいのあるまちをつくります

町の花 「ツツジ」

町の木 「山桜」

町の特別シンボル 「黒耀石」

長門町、和田村の両町村は、依田川水系に沿って広がる平坦地を中心にまとまりのある地形を有

する地域であり、経済・文化などの歴史的なつながりが強く、さまざまな面での交流も盛んな地域でし

た。
この両町村のエネルギーを集結することにより、自立性の高い、生活基盤の整った快適で活力ある

まちづくりを進めるため、平成１６年３月２８日に任意合併協議会を設立し、同年９月には法定合併協
議会に移行して新町誕生に向けて合併協議を進めてきました。

住民アンケートでは70％前後の合併賛成の意向が示され、平成17年3月1日両町村議会で全会一
致によって合併が議決され、平成17年10月1日長和町が誕生しました。

長和町の概況

イメージキャラクター

なっちゃん

■長和町の合併の経過
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1



種別 田 畑 宅地 山林 牧場 その他 計

面積 5,640 4,315 2,251 100,471 1,792 69,391 183,860

割合 3.1% 2.4% 1.2% 54.6% 1.0% 37.7% 100.0%

階層 0～14歳 15～64歳 65歳～74歳 75歳以上 計 65歳以上 世帯数

人口 608 3,332 1,069 1,396 6,405 2,465

割合 9.5% 52.0% 16.7% 21.8% 100.0% 38.6%

（単位：人）

種別 第1次産業 第2次産業 第3次産業 計

就業者数 371 993 1,752 3,116

割合 11.9% 31.9% 56.2% 100.0%

一般 国保 介護 水道 特環 観光 計

91 1 2 1 2 2 99

一般 同住 水道 特環 簡易排水 計

7,124,108 2,372 1,693,771 3,254,060 21,450

財政調整基金 減債基金 特定目的基金 土地開発基金 果実運用型基金 特別会計設置基金 計

2,859,391 347,552 1,621,775 35,308 336,708

5,200,734
5,420,118

（単位：人）

4,969,281

2,666

219,384

（単位：千円）

（単位：千㎡）

長和町は、長野県のほぼ中央、小県郡の南部に位置し、広さは東西１６．３９km、南北２１．５０km、周囲６

８．５０kmで、総面積は１８３．８６km
２
であり、東は蓼科山系の山脈を境として立科町に接し、南は中信高原

霧が峰山塊を境として茅野市、諏訪市に接し、西は美ヶ原高原があり松本市に接し、北は上田市と接してい
る。

気候は、標高が高く周囲を山に囲まれた地形のため変化が厳しく、降霜期間は７ヶ月におよび、積雪量は
比較的少ないが、積雪期間は冬の寒さが厳しいため４ヶ月余りと長い。また、冷害、凍霜害等自然災害を受
けやすい条件にある。 気温は、最高で３０℃以上、最低でマイナス１０℃以下となり、年間を通して気温差が
大きく、特に１月～２月の寒さは厳しい。

7,126,480

（単位：人）

12,095,761

（単位：千円）

■長和町の地勢

■面 積

■平成28年3月31日現在の人口

■平成22年10月1日現在の産業別就業者数

■平成28年4月1日現在の職員数

■平成27年度末の地方債残高

■平成27年度末の基金残高
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【歳入】

27年度 26年度 比較

町 税 705,087 722,777 △ 17,690

個人住民税 219,718 222,867 △ 3,149

法人住民税 21,445 20,458 987

固定資産税 384,389 399,003 △ 14,614

交付納付金 12,743 12,765 △ 22

軽自動車税 20,578 20,276 302

たばこ税 46,214 47,408 △ 1,194

219,010 159,181 59,829

3,037,844 2,997,315 40,529

207,319 209,420 △ 2,101

422,182 227,605 194,577

241,915 393,207 △ 151,292

554,280 245,656 308,624

179,454 220,900 △ 41,446

1,168,157 785,177 382,980

245,782 229,060 16,722

6,981,030 6,190,298 790,732

【歳出】

27年度 26年度 比較

765,459 760,822 4,637

358,983 366,446 △ 7,463

712,307 684,290 28,017

1,014,224 950,116 64,108

999,574 998,958 616

653,657 741,733 △ 88,076

281,612 165,772 115,840

162,000 62,000 100,000

1,749,650 1,140,707 608,943

2,322 0 2,322

6,699,788 5,870,844 828,944

281,242 319,454 △ 38,212歳入歳出差引額

計

積立金 財政調整基金積立金80,000、ふるさと創生基金積立金20,000

投資・出資・貸付金 振興公社貸付金100,000

建設事業費

新庁舎建設事業719,187、観光・防災Ｗｉ－Ｆｉステーショ
ン整備工事57,024、次世代自動車インフラ整備促進事業
37,260、保育園建設工事△349,370、福祉施設修繕工事△
10,023

補助費等
消費喚起プレミアム商品券発行事業助成金16,438、地域経済
循環創造事業交付金22,380、農産物等災害緊急対策事業補助
金△21,425

繰出金
簡易水道改良事業繰出金27,600、振興公社基金繰出金△
100,000

災害復旧事業費 農業用施設災害復旧事業2,322

扶助費 児童手当△3,550、障がい者居宅サービス費△6,462

公債費

物件費・維持補修費
新庁舎備品17,800、地方創生関連事業24,730、番号制度シス
テム改修11,820

地方交付税

計

（単位：千円）

項 目 主な増減理由

県支出金
木材公共施設整備事業補助金△125,000、農産物等災害緊急
対策事業補助金△14,122

法人税割増

評価替えに伴う減

使用料・手数料 ケーブルテレビ使用料△2,038、町営住宅使用料2,908

国庫支出金

地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金48,352、観光・
防災Ｗｉ－Ｆｉステーション整備事業補助金28,512、次世代
自動車充電インフラ整備促進事業27,520、地域経済循環創造
事業交付金22,380

主な増減理由

（単位：千円）

繰入金 公共施設整備基金繰入金375,000

繰越金

その他

町 債

新庁舎建設事業（合併特例債）343,500、小学校体育館吊天
井等落下防止対策事業（全国防災事業債）32,500、観光・防
災Wi-Fiステーション整備事業（一般補助施設整備等事業
債）28,500、保育園建設事業（過疎対策事業債）△155,600

地域再生可能エネルギー熱導入事業補助金10,312、出資金返
還金5,000

人件費

地方譲与税・交付金 地方消費税交付金増

項 目

■平成27年度普通会計決算の状況
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事業費

18,684

6,534

1,031,594

24,730

16,438

1,160

2,696

57,024

25,221

6,391

9,510

1,935

15,534

37,260

21,198

5,812

4,644

35,118

22,380

24,530

16,144

5,674

6,722

5,972

9,925

97,707

28,900

19,051

106,068

6,966

18,360

8,975

10,774

33,881

12,852

62,100

和田小学校体育館非構造部材補強事業 学校施設環境改善交付金 全国防災事業債

丸木屋保存整備工事 社会資本整備総合交付金 過疎対策事業債

消費喚起プレミアム商品券発行事業助成金 地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金

高等学校通学等補助 助成人数：144名 過疎対策事業債

長門小学校体育館等吊天井落下防止対策事業 学校施設環境改善交付金 全国防災事業債

町防災行政無線移転工事

橋梁長寿命化橋梁修繕工事 社会資本整備総合交付金

町営住宅建設事業 過疎対策事業債

消防積載車購入 1台 緊急防災・減災事業債

姫木鷹山線道路改良事業 社会資本整備総合交付金 過疎対策事業債

有坂武石線道路改良事業 社会資本整備総合交付金 過疎対策事業債

地域いきいき券負担金 加盟店1％、商工会1.5％、町2.5％ 過疎対策事業債

住まい快適促進助成事業（住宅リフォーム補助） 工事費の20％ 20万円上限 40件

新和田有料道路割引回数券負担金

除雪機械購入 1台 社会資本整備総合交付金

獣害防止柵資材費 設置累計：84㎞

有害鳥獣駆除対策事業補助 捕獲頭数：861頭

地域経済循環創造事業交付金 地域経済循環創造事業交付金

松くい虫防除事業 伐倒・集積・くん蒸処理：954㎡

次世代自動車充電インフラ整備促進事業 次世代自動車充電インフラ整備促進事業補助

上組区農道改修工事 電源立地地域対策交付金

多面的機能支払交付金 協定農地面積：443ha 11組織

県防災無線移転負担金 県市町村振興協会補助金 緊急防災・減災事業債

中山間地域等直接支払事業 協定締結：11集落

給付実績：485名 過疎対策事業債

臨時福祉給付金 支給者：1585名

配食サービス

地方創生関連事業 地域活性化・地域住民生活等緊急支援交付金

子育て世帯臨時特例給付金 支給者：645名

給付実績：25名出生祝金

福祉医療費給付事業（小学1年～高校3年）

公民館耐震補強工事 1施設

巡回バス購入

観光・防災Wi-Fiステーション整備事業
地域公共ネットワーク等強じん化事業費補助 一般
補助施設整備等事業債

自主放放送設備改修工事

（単位：千円）

1台 合併特例債

新庁舎建設事業 継続費 合併特例債、合併特例交付金等

地域おこし協力隊事業 2名

事業名 事業内容

利用人員：88名、配食延数：20,475食

■平成27年度主要事業（一般会計）
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■歳入

決算額 構成比 決算額 構成比

1,890,827 27.1% 1,626,683 26.3% 264,144

705,087 10.1% 722,777 11.7% △ 17,690

52,326 0.8% 50,861 0.8% 1,465

207,319 2.9% 209,420 3.4% △ 2,101

36,835 0.5% 26,846 0.4% 9,989

554,280 8.0% 245,656 4.0% 308,624

179,454 2.6% 220,900 3.6% △ 41,446

155,526 2.2% 150,223 2.4% 5,303

5,090,203 72.9% 4,563,615 73.7% 526,588

69,788 1.0% 66,844 1.1% 2,944

940 0.0% 1,142 0.0% △ 202

2,630 0.0% 3,256 0.1% △ 626

2,702 0.1% 2,481 0.0% 221

127,601 1.8% 75,764 1.2% 51,837

13,001 0.2% 7,109 0.1% 5,892

1,129 0.0% 1,330 0.0% △ 201

3,037,844 43.5% 2,997,315 48.4% 40,529

1,219 0.0% 1,255 0.0% △ 36

422,182 6.1% 227,605 3.7% 194,577

241,915 3.5% 393,207 6.4% △ 151,292

1,095 0.0% 1,130 0.0% △ 35

1,168,157 16.7% 785,177 12.7% 382,980

6,981,030 100.0% 6,190,298 100.0% 790,732

■歳出

決算額 構成比 決算額 構成比

1,836,749 27.4% 1,811,558 30.9% 25,191

765,459 11.4% 760,822 13.0% 4,637

358,983 5.4% 366,446 6.2% △ 7,463

712,307 10.6% 684,290 11.7% 28,017

1,751,972 26.1% 1,140,707 19.4% 611,265

1,749,650 26.1% 1,140,707 19.4% 608,943

2,322 0.0% 0 0.0% 2,322

962,003 14.4% 890,541 15.2% 71,462

52,221 0.8% 59,575 1.0% △ 7,354

999,574 14.9% 998,958 17.0% 616

653,657 9.8% 741,733 12.6% △ 88,076

281,612 4.2% 165,772 2.8% 115,840

162,000 2.4% 62,000 1.1% 100,000

6,699,788 100.0% 5,870,844 100.0% 828,944

扶助費

公債費

投 資 的 経 費

普通建設事業費

義 務 的 経 費

人件費

投資及び出資金

計

災害復旧事業費

物件費

維持補修費

補助費等

繰出金

積立金

計

（単位：千円）

項 目
27年度 26年度

比較増減 備考

地方交付税

交通安全対策特別交付金

国庫支出金

県支出金

寄付金

地方債

利子割交付金

配当割交付金

株式譲渡所得交付金

地方消費税交付金

自動車取得税交付金

地方特例交付金

諸収入

依 存 財 源

地方譲与税

使用料・手数料

財産収入

繰入金

繰越金

自 主 財 源

26年度
比較増減

町税

分担金及び負担金

項 目
27年度

（単位：千円）

備考

◆普通会計決算 財源別一覧
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平 成 27 年 度

調 定 額 収 入 額
不 納
欠 損 額

収 入
未 済 額

収 入 率 課税伸率 税収伸率

現年 240,294 238,386 0 1,908 0.0% -0.4% -0.4%

町民税 滞納 6,638 2,777 844 3,018 0.0% -26.1% -31.9%

計 246,932 241,162 844 4,926 0.0% -1.3% -0.9%

（1） 現年 218,803 216,941 0 1,862 0.0% -0.9% -0.9%

個人 滞納 6,410 2,777 844 2,789 0.0% -26.1% -30.8%

計 225,212 219,718 844 4,651 0.0% -1.9% -1.4%

（2） 現年 21,492 21,445 0 47 0.0% 5.4% 5.1%

法人 滞納 229 0 0 229 0.0% -27.1% -100.0%

計 21,720 21,445 0 275 0.0% 4.9% 4.8%

現年 398,771 393,126 931 4,714 0.0% -2.6% -2.6%

滞納 17,365 4,006 4,750 8,609 0.0% -26.9% -49.9%

計 416,136 397,132 5,681 13,323 0.0% -4.0% -3.6%

（1） 現年 386,028 380,383 931 4,714 0.0% -2.7% -2.7%

滞納 17,365 4,006 4,750 8,609 0.0% -26.9% -49.9%

計 403,393 384,388 5,681 13,323 0.0% -4.1% -3.7%

交付金 12,744 12,744 0 0 0.0% -0.2% -0.2%

現年 20,360 20,282 4 74 0.0% 1.5% 1.8%

滞納 538 297 95 146 0.0% -37.6% -16.0%

計 20,898 20,578 99 220 0.0% -0.1% 1.5%

市町村たばこ税 46,215 46,215 0 0 0.0% -2.5% -2.5%

現年 705,640 698,008 935 6,697 0.0% -1.8% -1.7%

計 滞納 24,541 7,079 5,689 11,773 0.0% -26.9% -43.1%

計 730,181 705,087 6,624 18,470 0.0% -2.9% -2.4%

現年 138,520 134,016 0 4,504 0.0% 6.0% 6.3%

滞納 20,849 4,504 5,174 11,171 0.0% -11.2% 1.3%

計 159,368 138,520 5,174 15,675 0.0% 3.4% 6.1%

※千円未満四捨五入の端数処理のため計の欄と合致しない場合があります。

（単位：千円）

税 目

対平成26年度

固定
資産
税

国民
健康
保険
税

純固
定資
産税

軽自
動
車税

◆町税収入状況
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歳入歳出差引

標準財政規模

※平成19年度決算から施行

実質赤字比率

連結実質赤字比率

実質公債費比率

将来負担比率

※実質赤字比率及び連結実質赤字比率は黒字の場合は「―」で表示。（ ）内は黒字のためマイナス表示とした。

13.0

9.0% 9.3% △ 0.3

― （△6.98％） ― （△7.45％） ― （△0.47）

80.8%

― （△1.12）

21.1%

― （△7.90％） ― （△9.02％）

△ 1.8%

比較増減

5,200,734 5,167,002

8.1%

起債残高 7,126,480 6,324,887 801,593

項 目 27年度 26年度

基金残高 33,732

経常収支比率

臨時財政対策債発行可能額 195,057 206,477 △ 11,420

財政力指数 0.23 0.23 0.00

79.0%

標準税収入額等 897,250 874,513 22,737

3,829,867 3,790,505 39,362

基準財政収入額 718,027 693,120 24,907

基準財政需要額 3,151,153 3,035,381 115,772

実質収支 267,475 282,572 △ 15,097

実質単年度収支 217,025 168,411 48,614

281,242 319,454 △ 38,212

翌年度へ繰り越すべき財源 13,767 36,882 △ 23,115

（単位：千円）

項 目 27年度 26年度 比較増減

◆普通会計決算 諸数値

◆健全化判断比率 （４指標）
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［歳入］ 地方消費税交付金（社会保障財源化分）

［歳出］ 社会保障４経費及びその他社会保障施策に要する経費

（単位：千円）

国 県
支出金

地方債 その他
引上げ分の
地方消費税

交付金
その他

障がい福祉事業 154,260 110,284 0 2,642 17,777 23,557

高齢者福祉事業 56,489 350 0 22,619 14,418 19,102

福祉医療給付事業 45,501 15,990 6,300 0 9,983 13,228

小計 256,250 126,624 6,300 25,261 42,178 55,887

疾病予防対策事業 18,343 5 0 0 7,887 10,451

高齢者医療事業 29,240 553 0 14,997 5,888 7,802

小計 47,583 558 0 14,997 13,775 18,253

303,833 127,182 6,300 40,258 55,953 74,140

社会
福祉

保健
衛生

合 計

引上げ分の地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費

その他社会保障施策に要する経費 【平成27年度 決算】

事業名 経費

財源内訳

特定財源 一般財源

j0075
テキストボックス
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